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2．個別指標

（全　　体）	 当連合会のアンケート調査（8月）では、景況感は一部で西日本豪雨の影響による落ち込
みがみられ、一時的に低下した。先行き（2〜3ヵ月先）も慎重な見方となっている。

（個別指標）	 生産動向は西日本豪雨による工場の操業停止などにより一時的に低下。雇用は高水準を維
持している。

1．概　　況

景気・経済動向 （平成30年7月データ、8月アンケート調査等から）
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中国地方の景気の動向・見通しを把握し、行政機関への要望・意見など今後の事業活動に反映させる
ため「景気動向アンケート調査」を実施し、結果を取りまとめた。調査結果の主な内容は以下のとおり。

・調査対象：会員585社　非会員119社　計704社（回答社数258社：回答率36.6%）
・調査時期：平成30年8月17日〜9月10日（毎年5、8、11、2月を目途に調査予定）

景気動向アンケート調査結果概要（平成30年8月調査）
※詳細は、中国経済連合会ホームページ（http://chugokukeiren.jp）をご覧ください。

Ⅰ．景気動向について　〜西日本豪雨の影響から、景況感はプラス幅が縮小〜
・	景況感BSIは、7月上旬に発生した西日本豪雨の影響から、非製造業を中心に悪化し、プラス幅が
縮小した。

・	先行き（2〜3ヵ月先）の景況感BSIについては、製造業は原油・原材料価格や海外経済動向に対
する懸念、非製造業では西日本豪雨の影響継続などから、慎重な見方となっている。

Ⅱ．業績見通し等について　〜製造業・非製造業ともに、減益を見込む〜
・	企業業績見通しについて、人手不足に伴うコスト増が続くなかで、製造業では増収を見込む先
が多いものの、利益面では豪雨災害に伴う調達コストの増加などもあり、減益を見込む先が多く
なっている。一方、非製造業では豪雨災害の影響から、売上・利益ともに前回調査から悪化し、売
上では増収と減収が拮抗、利益面では減益を見込む先が多くなっている。

・	仕入価格および販売価格の動向について、5割強の先が仕入価格の上昇を見込む一方で、販売価
格の上昇を見込む先は2割強にとどまっている。

Ⅲ．原材料価格について　〜製造業を中心に悪影響が続く〜
・	原材料価格の上昇が収益に与える影響について、5割弱が悪影響を受けており、そのうち5割弱
が上昇したコストの価格転嫁ができていないとしている。

・	特に製造業では悪影響の割合が7割強を占めており、そのうち5割強が価格転嫁できていない。

Ⅳ．雇用状況について　〜製造業を中心に不足感の強い状態が続く〜
・	雇用状況は、前回調査よりやや緩和したものの、依然として製造業を中心に不足感が強い状態が
続いている。

・	製造業では加工組立型産業（一般機械、電気機械、自動車関連等）を中心に6割弱の先で人手不
足に陥っており、そのうち6割強で影響が出ている。また、非製造業でも「建設」「運輸・倉庫」「小
売」等を中心に5割強の先で陥っており、そのうち8割弱の先で影響が出ている。

・	主な影響として、8割強が「社員への負担増」を挙げているほか、6割弱が「需要増への対応が困
難」、3割弱が「事業拡大が困難」、1割強は「事業維持が困難」などを挙げており、事業展開の阻
害要因となっていることが窺える。

・	人手・人材確保について全先に聞いたところ、「高齢者の活用」「賃上げ」「女性の活用」「労働時間
の短縮」などに取り組まれている。

・	省力化・省人化に向けた対策として、「業務プロセスの見直し」「機器・機材の導入」のほか、製造
業では「IoT活用」「ICT活用」「ロボットの導入」、非製造業では「ICT活用」「業務（事業）の取捨選
択」などに取り組まれている。
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Ⅴ．設備投資について　〜設備投資を8割弱が予定、投資額も前年を上回る見込〜
・	現在の設備水準について、2割弱の先が不足としており、過剰としている先を大きく上回る。
・	平成30年度の設備投資については、8割弱が投資を行うとしており、見込額も半数近くが昨年度
実績より増加を見込むなど、好調を持続。特に製造業では、9割強が設備投資を行うこととして
いる。

Ⅵ．西日本豪雨の影響について　〜7割強の先で、事業活動に影響〜
・	7月上旬に発生した西日本豪雨で事業活動に「全面的に影響があった」が1割強、「一部の地域
や事業で影響があった」が6割強、これらを合わせた7割強の先が事業活動に影響を受けている。
特に「自動車関連」「運輸・倉庫」「サービス業」では3割以上の先が全面的な影響があるなど、大
きな影響を受けている。

・	主な影響の内容として、「通勤・輸送への支障」や「迂回による輸送コスト増」など、交通インフラ
の被災によるものが上位を占めている。

・	豪雨発生前の水準に回復したのは「3日以内」が3割弱を占める一方で、「1ヵ月超」を要した先が
1割強、さらに「まだ回復していない」先が1割強となるなど、交通インフラの復旧作業が続くな
かで、回復に相当の時間を要する先もみられる。特に、非製造業では「建設」「運輸・倉庫」「金融・
保険」「サービス業」などを中心に2割弱の先がまだ回復していないと回答した。

・	事業活動に大きな影響を受けた業種では、景況感の大幅な悪化がみられ、今回の豪雨災害の影響
が景況感BSIの悪化要因に繋がったことが窺える。

・	今回の豪雨災害により地域経済において懸念される事項については、「交通・物流の復旧長期化」
「観光客の減少」「生産活動の停滞」などが上位を占める。


